

































































た国庫補助率が医療費貸付制度と同様に 3分の 2 までに引き上げられた（1986 年 2 分の 1 に変更、
1989 年 3 分の 2に変更）。1958（昭和 33）年に事務費の国庫補助を開始（補助率 2分の 1）。さらに
1961（昭和 36）年には、医療費貸付制度が、世帯更生資金貸付制度に統合され、資金の種類も、更










資金、養資金の 6種に、そして 1962（昭和 37）年には災害援護資金が、1972（昭和 47）年には福祉
資金がそれぞれ加わって 8種類に拡大された。また自然災害の被災世帯に対する特例措置として
1959（昭和 34）年に伊勢湾台風、1964（昭和 39）年に新潟地震、1968（昭和 43）年に十勝沖地震等
を、さらに人災時の被災世帯に対する特例措置として1970（昭和 45）年にカネミ油症患者世帯、



















その他の業務にあたることができるようにした。また 2011（平成 23）年 3月に発生した東日本大震
災への対応策として緊急小口資金を所得に関係なく被災世帯も貸付対象に含める等の特例措置を講
じた（2012（平成 24）年 3月 31 日をもって受付終了）3。
表 1　生活福祉資金貸付制度の沿革
1955 年 4 月 世帯更生資金貸付制度の創設、国庫補助開始（補助率 1/2）
生業資金、支度資金、技能習得資金
1957 年 4 月 生活資金（生活費、家屋補修費、助産費、葬祭費）の創設　
低所得者対象の医療貸付制度の創設
国庫補助率（1/2 → 2/3）
1958 年 4 月 世帯更生資金等貸付事務費国庫補助開始（補助率 1/2）




1961 年 4 月 医療貸付制度が世帯更生資金貸付制度に統合
更生資金（生業費、支度費、技能習得費）、生活資金、
身体障害者更生資金、住宅資金、修学資金、療養資金
1962 年 2 月 第 2 室戸台風に対する貸付の特例措置
1962 年 4 月 災害援護資金の追加
1964 年 7 月 新潟地震に対する特例措置
1966 年 3 月 長野県松代町周辺地区地震に対する貸付の特例措置
1968 年 8 月 十勝沖地震に対する貸付の特例措置
1970 年 12 月 福岡県カネミ油症患者に対する貸付の特例措置
1971 年 7 月 長崎県カネミ油症患者に対する貸付の特例措置
1972 年 4 月 福祉資金の創設
従来の生活資金出産費、葬祭費、住宅資金転宅費を福祉資金に整理統
合
1973 年 8 月 広島県カネミ油症患者に対する貸付の特例措置
1974 年 9 月 国民年金再開 5 年年金、時効消滅保険料特別納付制度に係る貸付の特
例措置
1975 年 8 月 大阪府カネミ油症患者に対する貸付の特例措置
1976 年 5 月 千葉県カネミ油症患者に対する貸付の特例措置
1976 年 8 月 愛知県、山口県カネミ油症患者に対する貸付の特例措置
1978 年 3 月 同和奨学資金借受者に対する貸付の特例措置
1978 年 11 月 スモン患者に対する貸付の特例措置
1979 年 6 月 国民年金特例納付に係わる貸付の特例措置
1973 年 8 月 島根県カネミ油症患者に対する貸付の特例措置
1986 年 4 月 世帯更生貸付金の国庫補助率を変更（2/3 → 1/2）
1987 年 7 月 福祉資金の内訳に身体障害者福祉資金を創設
1989 年 4 月 世帯更生貸付金の国庫補助率を変更（1/2 → 2/3）
1990 年 10 月 生活福祉資金貸付制度へ改称
1995 年 1 月、7 月、8 月 阪神・淡路大震災に対す貸付の特例措置
1996 年 4 月 中国残留邦人等の国民年金追納に係わる貸付の特例措置　
2001 年 12 月 離職者支援資金貸付制度の創設
2002 年 12 月 長期生活支援資金貸付制度の創設
2006 年 3 月 要保護世帯向け長期生活支援資金制度の創設
2008 年 3 月 自立支援対応資金の創設
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2009 年 10 月
資金種類の整理・統合　10 種類から 4 種類へ
総合支援資金、福祉資金、教育支援資金、不動産担保型生活資金
2011 年 3 月、5 月 東日本大震災に対する貸付の特例措置
＊対象・貸付限度額・償還期限・償還期間等の変更等は記述していない。
 岡部卓作成





































制度の内容は表 3のとおりで、前述の 2009（平成 21）年 10 月の見直しのほかに、後述する 2015（平
成 27）年 4月の生活困窮者自立支援制度に伴う見直し、2016（平成 28）年 2月の教育支援費等の拡
充が見られる。なお、制度概要と貸付手続きの流れについては、本稿最後の参考資料に載せている。
また、実施状況（2009（平成 21）年度～ 2015（平成 27）年度）は表 4のとおりで、資金の種類によっ
て実施状況の推移が大きく異なっていることがわかる。
　
5　全国社会福祉協議会（2019）「全国福祉事務所長会議から〔前編〕」『生活と福祉』2009 年 6 月号（全国
社会福祉協議会）p.5、社会福祉学習双書編集員会編『公的扶助論―低所得者に対する支援と生活保護制度』









































6　『生活保護手帳別冊問答集 2017』中央法規 pp.305 ～ 308

























2001（平成 13）年 4 月からは独立行政法人社会福祉・医療事業団が実施することになった。また、








第 12 条　機構は、第 3条の目的を達成するため、次の業務を行う。
十二　厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）又は国民年金法（昭和 34 年法律第 141 号）に基
づく年金たる給付の受給権者に対し、その受給権を担保として小口の資金の貸付けを行うこ
と。



















2012（平成 24）年度～ 2016（平成 28）年度の年次推移・使途別実績は次の表 6のとおりである。
また、現在 2016（平成 28）年度の貸付の実施状況を、表 7から見ると、年金担保貸付は総計 9万件（労
災年金担保貸付では総計 1千 3 百件）を超える貸付がなされている。どちらも複数回利用者が年金
担保貸付では 75.3％（労災年金担保貸付では 87.0％）を超えていることがわかる。
表 6　年金担保貸付事業の貸付状況（年次推移・使途別実績）













に運営するための手引について」（平成 18 年 3 月 30 日社援保発第 0330001 号厚生労働省社会・援護



























































福祉法（母子父子寡婦福祉法）の法第 13 条（母子福祉資金の貸付け）、法 14 条（母子・父子福祉団















・2014（平成 26）年 10 月～
福祉資金貸付金について父子家庭への対象拡大を図り父子福祉資金を創設
・2015（平成 27）年 4月～








12　厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課「ひとり親等の支援について」（平成 29 年 4 月）pp.66 ～
68







　　＜出典：『国民の福祉と介護の動向 2017/2018』（厚生労働統計協会）P.112 ～ 113 ＞
（4）貸付の実績
2015（平成 27）年度では、母子福祉資金 181 億 3,264 万円（35,533 件）、父子福祉資金 3億 1,676
万円（776 件）、寡婦福祉資金 4億 7,060 万円（752 件）、平成 28 年度では、母子福祉資金 172 億 3,578
万円（33,133 件）、父子福祉資金 4億 8,617 万円（1,086 件）、寡婦福祉資金 3億 7,950 万円（570 件）で、
貸付金の件数・金額とも約 9割が児童の修学資金関係となっている 14。

14　厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課「ひとり親等の支援について」（平成 29 年 4 月）P.65、厚
生労働省子ども家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室「平成 28 年度母子家庭の母及び父子家庭の父




















































＜出典：厚生労働省『生活困窮者自立支援制度全国担当者会議資料について（平成 27年 1月26日）　資料 5』＞
















　〔貸付期間〕原則 3ヶ月とし、最大 12 月（延長は 3ヶ月ごと 3回）までとする。
　〔償還期限〕10 年以内
（2）教育支援資金の拡充等















18　『社会・援護局関係主管課長会議資料（平成 28 年 3 月 3 日）　地域福祉課・地域福祉課消費生活協同組
合業務室・地域福祉課生活困窮者自立支援室』pp.42 ～ 43、『社会福祉学習双書 20177 公的扶助論低所
得者に対する支援と生活保護制度』全国社会福祉協議会　p.171､ p.173
19　「年金担保貸付事業廃止に関する経緯」『社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会（第 4回）



































＜出典：『社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会（第 4回）平成 29 年 7 月 11 日資料 4』＞
6　生活福祉資金貸付と年金担保貸付の現状と課題―社会保障審議会部会の議論―











































　・自立相談支援機関・社会福祉協議会いずれから見ても、約 6～ 7 割がインテーク・アセスメン
ト段階から連携している。














































○年金担保貸付の受付窓口は約 20,000 店舗（受託金融機関）と生活福祉資金の約 2,000 か所（市区
町村社協 ) を大き <上回っている。年金担保貸付の利用件数や年間貸付額の規模は、生活福祉資
金貸付の 3～ 4倍。
年金担保貸付事業の貸付状況（年次推移・使途別実績）＜巻末参考資料参照＞
○ 2011（平成 23）年 12 月及び 2014（平成 26）年 12 月の 2 回にわたる貸付限度額の引き下げ等に
より、貸付件数、貸付金額ともに縮減傾向にある。
○ 2016（平成 28）年度の使途別の実績をみると貸付件数、貸付金額ともに ｢生活必需物品の購入｣
がもっとも多<、件数は全体の 36.1%、金額は 29.3% を占めている。
年金担保貸付事業の実施状況① 28 ＜参考資料 p.37 参照＞
○貸付の利用回数については、「初めて」の者が 27.0％「2回以上」の者が 73.0% となっている。
○貸付を完済した後に再度利用した理由については、「臨時の出費（冠婚葬祭、入院等）が重なって
しまったから｣ と回答した者が 32.1% と最も多く、次いで ｢年金収入だけでは生活費を賄うこと





い｣ と回答した者が 78.2% となっており、｢少し難しい｣ と回答した 15.8% とあわせると、約 9割
を超える人が代わりの借入先を見つけることが難しいと回答している。
○生活福祉資金貸付制度を ｢知っている｣ と回答した者は 20.9%。生活福祉資金貸付制度の貸付対象
要件に ｢該当する｣ と回答した者は 43.7% となっている。
年金担保貸付事業の実施状況③ 30 ＜巻末参考資料参照＞
○今後、必要となった場合に生活福祉資金を ｢利用してみたい｣ と回答した者は 61.0%。そのうち市
町村民税が非課税の者は 28.2% となっている。
○生活福祉資金貸付制度の対象世帯に ｢該当する｣ と回答した者（43.7%）のうち、生活福祉資金を
｢利用したことがある｣ と回答した者は 9.7% となっている。
○生活福祉資金を ｢利用したことがない｣ と回答した者（90.3%）の利用しなかった理由をみると、
｢公費 ( 税金 ) を使った貸付制度ではなく、自分の年金による借入の方が良いから｣ が 62.4% と最



































件数が全体の 36.1%、金額は 29.3% を占めている。
（年金担保貸付事業の実施状況）
●貸付の利用回数は ｢初めて｣ の人が 27.0%、｢2 回以上｣ の人が 73.0%。
●貸付を完済した後に再度利用した理由については、｢臨時の出費 ( 冠婚葬祭、入院等 ) が重なって
しまったから｣ と回答した人が 32.1％と最も多く、次いで ｢年金収入だけでは生活費を賄うこと






い｣ と回答した人が 78.2% となっており、｢少し難しい｣ と回答した 15.8% とあわせると、約 9割
を超える人が代わりの借入先を見つけることが難しいと回答している。













































































・厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課「ひとり親等の支援について」（平成 29 年 4 月）
　（http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000100019.pdf）
・厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室「平成 28 年度母子家庭の母及び父子家庭の父








・『社会・援護局関係主管課長会議資料（平成 28 年 3 月 3 日）　地域福祉課・地域福祉課消費生活協同組合
業務室・地域福祉課生活困窮者自立支援室』






















＜出典：『社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会（第 4回）平成 29 年 7 月 11 日資料 4＞
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